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研究成果の概要（和文）：インドネシアの森林火災の原因の一つとして、アブラヤシ農園の大規模開拓といった
人為的な原因があげられる。インドネシア政府は森林火災・気候変動についての法制度によって火の利用に対す
る禁止・罰則の規制を強化する必要があることが明らかになった。一方、村落レベルでは、政府によるガイドラ
インに基づいて、住民の災害管理能力の向上や住民による火災対策チームの設立といった参加型森林火災予防策
が進められていた。日本は、インドネシアから、森林火災に関連しているパーム油や紙・パルプを輸入してい
る。今後の火災予防には、様々なステークホルダー間の協力や、迅速な情報発信といった項目を政策オプション
に含める必要がある。

研究成果の概要（英文）：One of the causes of Indonesia's forest fire is anthropogenic causes such as
 large-scale development of oil palm plantations. Indonesia's government has clarified that it is 
necessary to strengthen regulations on bans and penalties for the use of fire by the legal system on
 forest fire and climate change. On the other hand, at the village level, participatory forest fire 
prevention measures such as improvement of disaster management ability of local people and 
establishment of fire control teams by local people were promoted based on the government 
guidelines. Japan imports palm oil and paper and pulp related to forest fires from Indonesia. For 
future fire prevention, it is necessary to include items such as cooperation among various 
stakeholders and prompt information dissemination in policy options.

研究分野：森林政策学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、社会的にも問題になっているインドネシアの森林火災を扱ったもので、調査研究の結果、インドネシ
アの森林火災の原因を把握することができ、また中央政府・地方政府・地域住民の森林火災に対する対応策も明
らかになった。本研究の成果は、今後インドネシアの森林火災を未然に防止するための指針となりうる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
インドネシアの農園開拓や植林の際の火入れに起因する森林火災・煙害は、インドネシアだ
けではなく、シンガポールやマレーシアでも大気汚染、健康被害、経済損失を引き起こしてい
る。農園や植林地で生産された商品（パーム油や紙・パルプ）は日本にも輸出されており、森
林火災や煙害は国内だけではなく国外の関係機関との連携によって解決していかなければなら
ない国際的な問題である。 
昨今起こった大規模な森林火災としては 1997年のものがあり、このときの森林火災は多くの
温室効果ガスを排出し、生態系への被害、地域住民の経済や健康に甚大な被害をもたらした
（Page 2002）。近年も森林火災や煙害がひどく(Harrison 2009）、特に今年は過去 2年を上回るス
ピードで森林が消失し、地域住民への健康被害も多く報告されている。このように森林火災の
現状自体は明らかにされているが、森林火災が生じる社会的政治的背景や、森林火災防止のた
めの法制度とその適用の実態は十分に把握されていない。 
 
２．研究の目的 
 2013年～2015年にわたって、インドネシアの森林火災と煙害が繰り返し起こる原因を国レベ
ルおよび地域レベルにおいて把握し、将来的に森林火災の被害を減少させるために必要な社会
的政治的条件を解明することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
・ アブラヤシ農園や植林地が森林火災とどのように関連しているのかを把握するために、農
園や植林を経営する企業や農民を対象に聞き取りを実施した。森林火災・煙害の状況の把
握に関しては、ジャカルタの環境林業省森林火災対策局や国家防災庁、スマトラの地元
NGOにて二次情報や GIS情報を収集し、その他関連機関でも情報を収集した。  
・ ジャカルタにある環境林業省や国家防災庁にて調査を実施した。環境林業省・森林火災対
策局の担当者からは、関連する法制度についての情報を収集し、さらに、それら法制度の
適用状況について聞き取りを行った。また、気候変動緩和政策への対応に関しては、環境
林業省の気候変動対策局にて、国際的な気候変動緩和策における森林火災への対応策に関
して聞き取りを行った。 
・ 森林火災に関与している関連商品輸入に警告を発している日本国内の NGO（FoE Japanや

WWF Japan）に、関連商品の日本での販売状況などについて聞き取りを行った。 
 
４．研究成果 
本研究では、課題を４つ設定して調査研究を実施したので、課題ごとに研究成果を説明する。 

 
小課題１では、「森林火災・煙害が毎年繰り返し発生する社会的政治的要因」について把握す
ることを目的とした。森林火災に関する文献調査を実施するとともに、スマトラ島リアウ州メ
ランティ諸島の１村（ルクン村）を対象に、現地調査を実施した。インドネシアでは 17世紀か
ら森林火災が確認されていたが、1982年にはじめて大規模な森林火災が発生して以降、森林火
災による熱帯林の焼失や CO2排出は世界的な注目を集めるようになった（Herawati 2011）。近
年では、2015年に発生した火災がエルニーニョ現象による乾燥化の影響で大規模なものとなっ
た。 
インドネシアの森林火災に特徴的なのは、泥炭湿地の開発と火災が関連していることである。
泥炭湿地の開発の目的は、泥炭湿地を開拓し、アブラヤシ農園を拡張することである。泥炭に
固定された炭素は森林が生育し水に浸かった状態では安定しているが、土地開発のための排水
路の掘削や森林の皆伐により乾燥すると、それまで固定されていた CO2 が大気中に放出され、
さらには乾燥した泥炭は燃えやすく、多くの CO2を放出する（嶋村 2012）。 
ルクン村では、2014年の火災により、約 1,000ヘクタールのサゴヤシ農園が焼失した。火災
は、伐採した木材を運搬するために企業が作った水路から泥炭湿地の水が流出したことで、湿
地の土壌の乾燥化が引き起こされたことが原因である。土壌の乾燥化は企業の開発する地域の
みならず、地域住民が管理する土地にも派生しており、住民にとって貴重な収入源であるサゴ
ヤシが乾燥した土地で育ちにくいために収量が減少する被害も見られた。 

 
小課題２では、「森林火災・気候変動に関する法制度やその実施体制」について把握すること
を目的とした。インドネシア政府の森林火災・気候変動についての法規制につき文献調査を行
うとともに、ジャカルタ特別州やリアウ州にてインタビューや質問票調査を実施した。その結
果、森林火災に係る法制度については、様々な関連分野の法規制にて火の利用に対する禁止や
罰則の規制が存在しているが、森林火災に係る法制度の罰則規定の適用に係る組織体制や制度
運用の強化が課題として確認された。ただし、罰則規定の運用に改善傾向が確認された。また、
気候変動対策については、パリ協定を実施していくための技術側面に係る制度構築が進んでい
るが、政策フレームワークは大統領規制などの形で確立していないことがわかった。さらに、
プロジェクトレベルの緩和対策実施において、パラレルコスト規制や再生可能エネルギーの固
定価格買取制度の改定などが個別案件の実施の障害になっていることを確認した。 

 



地域の現状を見てみると、2015年の森林火災を受けて、2014年に大統領に就任したジョコ・
ウィドド大統領のもと、積極的な地域住民参加型の火災予防、対策が見られるようになった。
国家防災庁が作成したガイドラインでは、災害管理を行う能力を村単位の地域レベルで強化す
るための方針の提示や技術的な指導を行うことが明記されており、また大規模な火災が発生し
たリアウ州においては、リアウ州政府規則 No.5/2015 の中で、地域住民による火災対策チーム
設立が州の火災管理政策に組み込まれた。村には消火器の設置や消化に必要な水源の確保など
の対策が取られるようになった。火災の原因となった企業が、住民に消火活動の指導を行うな
ど、住民の生活を守るために協力する姿勢も見られるようになった。また、2014年以降、行政
は火災対策のための情報伝達手段を整備し、ルクン村をはじめとする現地の住民との連携強化
を図るようになった。 

 
小課題３では、「森林火災に起因した商品の輸入・販売に対する日本の企業や NGO の対応」に
ついて把握することを目的とした。インドネシアで生産される森林火災に起因するものとして
は、パーム油と紙・パルプがあげられる。これらに関して、主に文献調査をもとに、以下のこ
とが明らかになった。パーム油に関しては、インドネシアは世界最大の生産量を誇り、約半分
のパーム油がインドネシア産となっている。生産されるパーム油のほとんどが国内で加工され
ずに大規模加工施設を持つ海外企業に買い取られている。日本ではパーム油は全世界の年間生
産量の 1.2%にあたる年間約 70万トンが消費されており、その用途の 8割がインスタント麺や
スナック菓子などの食品向けで、残りの 2割が石鹸や洗剤などの非食品向けである(パーム油調
達ガイド, 2014)。パーム油は菜種油に次いで多く、約 28%を占めており、その値は近年増加の
一途をたどっている（一般社団法人日本植物油協会, 2017）。日本で消費されるパーム油はその
ほとんどがマレーシアとインドネシアから輸入されており、2017 年の輸入量の割合をみると、
マレーシアが約 69%、インドネシアが約 30%を占めている（農林水産省, 2017）。一方、紙・パ
ルプに関しては、日本は、2015年時点で中国と米国に次ぐ世界第 3位の紙・板紙の生産量を誇
り、全世界での生産量の 6.4%を占めている（日本製紙連合会, 2015）。国内で消費される製品は
ほとんどが日本企業によって製造されているが、製品によっては輸入の割合が大きいものもあ
る。インドネシアから日本が主に輸入しているのは、コピー用紙などが含まれる非塗工印刷用
紙である。紙類の輸入の地域別の内訳をみると、日本が輸入する紙類の 7割が東南アジアから
であり、東南アジアから輸入される紙類のほとんどが非塗工用紙で、その約 7割がインドネシ
ア産のもので占められている（日本紙パルプ商事株式会社,2017）。NGOはこれらの商品に関し
て、環境に配慮した企業や消費者による利用をさまざまな形で推進しようとしている。 

 
小課題４では、森林火災防止のための政策オプションの検討」を行うことを目的とした。2018
年 10月にインドネシアにおいて国際シンポジウムを開催し、シンポジウムの中で、’Forest and 
Environment’という 1 部門を設けて、今までの研究成果を公表し、議論した。森林火災防止に
は、中央行政・地方行政・企業・地域住民というマルチステークホルダーによる協力、さらに
は SNS などを利用した迅速な情報発信と対応という項目を政策オプションに含めることの必
要性を確認した。 
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